
 

会 議 録 

 

１ 会議の名称：第８回妙高市総合計画審議会 

２ 開催日時：令和元年８月７日（水） １４時００分から１６時３３分まで 

３ 開催場所：妙高市役所 ３階 ３０３会議室 

４ 出席した者の氏名（敬称略・傍聴者を除く） 

 （委員 １３人） 

吉田昌幸、齋藤光雄、池田和資、安原義之、中嶋正文、石川文夫、小栗康雄、塚田憲章、 

児玉久美子、小嶋久美子、飯吉悟、広島直人、小川夕子 

※欠席：山本豊、望月広伸 

（事務局 ４人） 

葭原企画政策課長、岡田企画政策課長補佐、長谷川政策調整グループ係長、西山主事 

５ 議題・発言の内容（要旨） 

 (1) 会長あいさつ 

【吉田会長】 

ご多用の折、審議会にご出席をいただき、感謝申し上げる。７月に開催した７回目の審議会では、

第２次総合計画の評価と、第３次総合計画の重点プロジェクト等の議論を行ったところである。８

回目の本日は、第 3次総合計画の素案についての議論を行う。活発な意見交換をよろしくお願いし

たい。 

 (2) 審議 

  ①第３次総合計画の素案について 

事務局から説明、協議。 

＜第 2章 4節～第 3章＞ 

委 員→人口の将来展望の中で、高齢人口割合は増加が続くものの増加率は緩やかになりという記

載があるが、どういうことか。数字的には減っていくのではないか。 

事務局→資料 3ページの下のグラフが人口割合の推計を表したものとなっており、真ん中の線が高

齢人口の割合となっている。本文はその推移とあわせた表記をしているもの。 

委 員→日本全体の人口が将来的に 1億を割ると言われているが、その状況はこのグラフに織り込

まれているか。 

事務局→ここでの数値はあくまで妙高市の将来推計である。日本の総人口については計画の第 2章

で社会経済情勢の変化を記載する部分があり、そこで記載をしていく考えである。 

委 員→SDGs がよく分からない。どういうものか。 

事務局→国連サミットで持続可能な開発目標を定めて、世界的な取組が推奨されており、日本にお

いても、政府から SDGsの取組を自治体の計画に取り入れるよう話があるもの。6月の市議会の一

般質問で、総合計画に SDGs の要素を取り入れるべきではないかという質問があった。生命地域の

創造という基本理念が持続可能なまちづくりを目指すという部分で一致するということで、市の

取組が SDGsのどの目標に一致するかということを関連付けながら、取り入れたという考えである。

一般的には浸透していないため、耳慣れない部分があると思うが、2030年までに取り組む方針に



 

なっているため、今後全国的にも SDGsは出回ってくるものと考えている。 

委 員→よく分からない。 

事務局→国の方向性に沿ったということで、同調しているもの。 

委 員→グローバルな考えで取り入れている部分になるのか。 

事務局→先進国だけでなく発展途上国も踏まえたものとなっており、世界的な問題も目標値に含ま

れている。自治体の施策で一致するかどうかという部分はあるが、わかりやすく表現するように

していきたい。 

委 員→国の考えとマッチングしていくのか。 

事務局→日本では SDGsを推進するに当たって実施指針が本部決定されており、実施指針に基づいて

取り組んでいくこととされている。国連の目標というよりは国の実施指針とリンクさせていく方

向で考えている。 

委 員→今調べると、SDGs 未来都市ということで先進的な取組には国から予算付けがされているが、

妙高市ではまだやっていないということでよいか。 

事務局→妙高市ではまだ取り組みは進んでいない。県内では見附市が選定されている。 

委 員→わかりづらい。もっと市民に分かりやすい表現を検討してもらいたい。 

事務局→本来は注釈がつく部分で、今回の資料ではそれがお示しできなかった。国の取組と連動し

た中で、自治体に期待される取組として、妙高市としてできることは何かということを身近に感

じられるような表現で資料を作りたいと考えている。 

事務局→市の施策が SDGsの 17 の目標にそれぞれどう沿っているのかを示すような資料を考えてい

る。作成次第、審議会でお示ししたい。 

委 員→生命地域の創造という基本理念の抽象度が高い。何をやるかという部分で、自治体の視点

から施策と SDGsの目標がリンクし、それが基本理念につながっていくということが分かるように

すると、取組が分かりやすくなると思う。検討をよろしくお願いしたい。 

＜第 6章 まちづくりの大綱 1＞ 

委 員→8 ページ、新井スマートインターの機能強化を図るとあるが、具体的にどういったことを

指すのか。 

事務局→全長 12.5メートル以上の車両の出入りができない状況であるため、できるように改修を検

討している。 

委 員→16ページ、防犯カメラの整備を進めますとあるが、どの程度なのか。 

事務局→まずどこにつけるかということからの検討になる。通学路での設置を中心に検討している。 

委 員→まだ設置されていないのか。 

事務局→市としてはつけていない。プライバシーの面もあるため、付ける場所を慎重に検討する必

要がある。通学路への設置からというところで、場所や台数等を決めていきたいと考えている。 

委 員→徐々に台数を増やしていく考えか。 

事務局→将来的に ICTを活用したまちづくりを進めていく考えがあるので、どんどん増やしていき、

安全性を高めていく必要性があると考えている。 

委 員→6 ページ、コンパクトなまちづくりということで、新井駅中心の記載はあるが、他の地域

はどういうことをするのかというのがない。市街地だけを強化する内容に受け止められる。市全



 

体の施策として、妙高高原地域ではどうするというような表現があったほうがいいと思う。 

事務局→都市計画の中で用途が決められた区域があるが、それが新井の市街地しかないため、新井

駅を中心とした記載になっている。実際には妙高高原駅などの各駅を中心とした市街地形成とい

うものもあるので、そういった観点を加えていきたい。 

委 員→8ページ、施設の廃止の検討とあるが、具体的にはどういうものをイメージしているか。 

事務局→市で管理している橋梁の中で、あまり通らない橋もある。橋の架け替えや修繕には費用が

掛かるため、必要性を見極め、通らない橋であれば廃止を検討するということ。 

委 員→15ページ、子ども向けの防災学習の開催が目標値となっている。これは学校を通してやっ

ていくイメージなのか、それとも地域の中で子どもたちを巻き込んで防災教育をやっていくのか。 

事務局→地域が主体となって行うものが主になる。防災士等と連携した防災講座は行っているが、

子ども向けの防災学習という捉えで目標値に設定するもの。 

委 員→同じ地区で 15回開催するということではなく、色々な場所で 15回開催するということな

のか。 

事務局→そういうことになる。15地区という表現のほうがいいのかもしれない。分かりやすく表せ

るように表現を検討したい。 

委 員→SDGs が個別施策に一切出ていない。SDGsの目標との関連が分かりやすくなるよう工夫する

必要があると思う。 

事務局→おっしゃる通りだと思っている。計画として製本するに当たって、この施策が SDGsの何番

の目標と関連するということを分かりやすくしたいと考えている。まだそこまで至っていないた

め、修正していきたい。 

委 員→施策の目標値について、結果系とプロセス系とが混在しているため、どちらがいいのかを

判断する必要がある。プロセス系のほうがいいのではないかと思う。 

事務局→目標値は結果よりも成果に着目しようということで設定しているが、適切な指標がないも

のは結果で押さえるようにしており、活動の指標を入れている。 

事務局→活動指標と成果指標が混在している部分があるのは事実。成果指標が基本だが、難しいと

ころは活動指標でもいいという整理をしているが、まだ時間があるので、指標を精査していきた

い。 

委 員→7 ページ、公共交通との関連であるが、先日会津若松に行ったら、市民の足としての利用

とともに観光でもバスを使っていた。市民の足を確保するのも大事だが、観光でも利用できるの

ではないかと思った。 

事務局→妙高高原地域では観光客、特に外国人が路線バスに多く乗るというケースがある。その面

で外国語表記など、観光客に分かりやすい路線バスに変えていくという意識はある。26ページで

観光の二次交通の充実について記載があり、観光の視点で交通を考えている。7 ページは市民生

活の部分になる。使い分けしているが、実際に行う際は観光客目線での乗りやすさも考えている。 

委 員→10ページ、冬期間の除雪であるが、一般住宅の対策はどのようか。 

事務局→今までは道路除雪についての取組が主だったが、住宅での克雪対策も重要だということで、

11ページの居住環境づくりを新たな視点で加えている。 

委 員→人口が増えるのはいいが、空き家も増えるような状態になると、どうなのかと思う。 



 

事務局→空き家は 17 ページで、適正管理について記載している。11 ページでは住まいの中での雪

対策について記載しており、それぞれ体系的に分かれている。 

委 員→17ページ、空き家の適正管理について、空き家になると家の周りだけでなく、空き家にな

ったかたの持っている土地が荒れているところがあるが、その対応として、地域が自主的に行う

協働作業などの支援としか書いていない。地域からの自主的な取組に対してだけ支援するという

理解をしなければいけないのか。 

事務局→行政としては、まず所有者に対する助言や指導を行う。行政として直接の手出しがなかな

かできない中で、地域が主体となって除雪や除草などをする場合はその人件費などを補助する制

度があり、地区の中で解決してもらうための支援を行うということ。 

委 員→農業委員会に地域から要望があった。何年も放置されており、虫の発生などにより、隣接

する家や田んぼに悪影響が生じていたもの。農業委員会ではボランティアで重機を持ち込みなが

ら、何日もかかって普通の農地に復元した。しかし、復元してもそのままではまた戻ってしまう

ため、管理していただけるかたまで見つけ、現在は畑を担ってもらっている。そういう話があっ

たことから、地域からの主体的な活動の支援だけではなく、もう少し大きな捉え方で書いておか

ないと、なかなか実現できないのではないか。 

事務局→そういう事例は初めてお聞きした。所管課と相談して検討したい。 

委 員→6 ページ、コンパクトなまちの必要性があるのかがそもそも疑問。公共交通について、妙

高高原駅はポイントになると思うが、この文章ではトキめき鉄道の顔色をうかがいながら検討す

るというだけで、積極的に動くという意識が見えない。妙高高原に住む人間として、市に対して

不信感がある。それから 14 ページの防災対策と 16ページの安全な市民生活の部分で、外国人が

増えている中で、外国人への防災マニュアルや交通安全の啓発など、外国人のかたでも分かる仕

組みを考えてもらいたい。また、外国人が増え、夜に騒ぐ事案が多い。警察に連絡しても逃げ腰

の部分がある。地域としても警察に要望しているが、市も含めて官庁に働きかけをしてもらいた

い。 

事務局→コンパクトなまちづくりについては国も進めており、居住区域等を住み分けることで行政

コストを押さえる動きがあるので、行政として推進していきたい。外国人への対応については、

意見いただいたような視点で抜けている部分があると思うので、交通安全も含め、それぞれの施

策の中で検討していきたい。 

事務局→トキめき鉄道に対する記述は不十分だと思っているので、表現を修正したい。市としても

要望をしていないわけではないが、経営実態からすると、すぐにどうこうとはならないというこ

とをご理解いただきたい。今後を見据えた経営改善の計画をトキ鉄で作っており、市としても関

わっているので、その中で継続して声を上げていきたいと思っている。 

委 員→市として積極的に、妙高高原駅の改修について、市でもお金を出すから何とかしろよとい

うようにはいかないということか。 

事務局→当初は市がお金を出すから改修させてくれというスタンスだったが、これまでの経緯の中

で、ご承知のとおりいろいろあって今に至る。市としてもお金を出すということにできないのが

実態である。 

委 員→積極的に取り組んでいるということを出さないといけないと思う。 



 

事務局→そのように表現を見直したい。 

委 員→12ページ、ガス上下水道の管路の更新であるが、妙高地区は都市ガスが入っていないので、

プロパン対応をしている。5年間の計画の中でそこまでできるのか。 

事務局→妙高地域に都市ガスを入れるというものではない。市でガス上下水道を管理しているが、

技術職員も減少している現状の中で、市の直営よりも民間委託や広域連携といった手法で、維持

管理費がかからない手法をやるべきではないかという考えである。 

委 員→新井地域も妙高高原地域も都市ガスが入っているが、妙高地域に入れるという考えはない

のか。 

事務局→ない。経営を考えると、設備を入れるにも費用が掛かるため、入れた後に回収できるかど

うかを含めて考えていかないと成り立たなくなる。 

委 員→市民生活も大事だと思う。 

事務局→プロパンで対応できているため、継続していく考えである。そもそもガスを公営でやって

いるところは全国でも少ない。費用対効果もあることから、妙高地区に入れるという話は出てい

ない。 

委 員→6 ページの現状と課題の書き方だと誤解を生む。北新井駅周辺で宅地開発をしていること

により、都市機能が分散しているというように見受けられる。都市機能誘導区域と居住誘導区域

で別問題なので、整理が必要である。北新井駅周辺に居住が増えているのであれば、北新井駅に

都市機能を持っていったほうがいいのではないかと思う。 

事務局→分かりやすく表現を見直したい。北新井駅に都市機能を持っていくという話だが、国交省

に補助メニューがあり、妙高市でエリアとして該当するのは新井駅周辺のみになっている。駅周

辺であればいいというだけではなくて、1 時間に 3 本以上電車が発着している必要があるなどの

細かい基準があることから、北新井駅は該当しない。街全体のボリュームとしても新井駅周辺の

ほうがあるので、妙高市の中心市街地は新井駅周辺だという考えがある。居住誘導区域はもう少

し広い視点で考えるため、北新井駅周辺も含むが、都市機能については新井駅周辺ということで

整理している。 

委 員→該当が新井駅だからというが、大事なのは新井駅周辺に何を作るのかということ。不必要

なものだったり、もう既にあるものだったり、本来は北新井駅に必要なものだったりという事案

も出てくると思うので、本末転倒にならないよう精査してもらいたい。 

事務局→市街地の問題として、住宅を建てようと思っても地価が高いので、他に移ろうかという動

きが発生してしまっており、北新井駅周辺への移動が増えている。国交省としても、地価が高い

からこそ補助を入れてでもそこに集約しようという考えがあるので、補助を活用しながら価値を

高めていくということも重要だと考えている。本来の市街地は新井駅周辺であるということで、

立地適正化計画とリンクさせながら表現していきたい。 

委 員→北新井駅周辺にどんどん人が流れていて、新井駅周辺から人が減っている状況の中で都市

機能を集約させるということでいいのか疑問である。 

委 員→7 ページ、施策の目標値で都市機能施設の誘導件数として 4 つ挙げられているが、子育て

支援施設は新たなものを考えているのか。 

事務局→現有施設の機能拡充などを含めて誘導していきたいという考えである。 



 

委 員→商業施設はどうか。 

事務局→市街地が空洞化している中で商業施設は必要だろうということで、新たに誘導していく。

市営でやるわけではないので、誘導していくということになる。 

委 員→商業施設がないと人が集まらないと思う。新井駅周辺でそういったものができたとして、

どれだけのコンパクトシティ化が進められるのか疑問。北新井では残って、さらに新井で商業施

設を誘致するとなると、課題が多いのではないかと感じる。5 年間の中でどれだけ実現するのか

と思うところはある。新井駅周辺でにぎわいがあるのは一番いいことだと思うが、ここにできた

からといってコンパクトシティとなるのか。 

事務局→コンパクトシティは長い年月がかかると思う。もともと市役所や病院も同じ場所に立て直

しており、昔から進めている取り組みではある。長い年月がかかる中で着実にやっていくことに

よって集積されていくという考え。ここで郊外がいいということにしてしまうと、拡大する一方

になってしまう。時代の流れとしてコンパクトなまちというのは重要なキーワードであり、今後

人口が半減する中で重要な部分である。いますぐにというよりは、50 年先を見据えて考えてもら

いたい部分になる。 

事務局→同じようなことが上越市でもいえると思う。高田駅周辺がにぎわっていたが、郊外に店が

でき、住宅も下門前などに拡大していく中で次第に空洞化していった。しかし、マンション等の

再開発を行い、満床になっている現状がある。中心地への求心力は街の格でありステータスとい

う部分で大事だと思う。そういう意味で中心市街地ということになるが、駅の 1日平均乗車人数

では、新井駅で 1,000 人ほどに対し、北新井駅では 200人ほどであり、格段に違う部分がある。

おっしゃることも分かるが、行政としては新井駅周辺の中心市街地の再興を目指していくという

ことがベースにある。 

委 員→施策の内容を見たときに、心が置いていかれた感がある。山間部はこれからどうするのか

と思った。そこに魅力を感じ、暮らし続けている人もいる中で強引だと思った。交通機関のこと

も書かれているので、そこを丁寧に表し、今の場所でも住んでいけるのだということを伝えてい

ければいいように思った。それから、17ページの空き家対策について、利用可能な空き家の情報

提供とあるが、これは HPに写真等と一緒に載っているものか。 

事務局→市が仲介をしている空き家情報のことをイメージして書いている。 

委 員→そこに掲載されている写真は家主が撮影しているのか。 

事務局→市の職員が撮影をしているものもある。 

委 員→見たかたは分かると思うが、ひどい。ピンボケでよく見えない写真とか、まるで夜逃げに

あった後のような写真とか、ちらかった台所の写真とかが載っている。あれを見て住みたいと思

う人はいないように思う。若い親子で家を探す人が多いので一緒になって見るが、安いところは

特にそうなってしまうのかもしれないが、これでは住みたいと思わないと思う。買い手が見つか

るような情報提供ができればいいと思う。 

委 員→住んでいる期間に撮影しているものもあると思う。これから空き家になるからその前に売

りたいということ。 

事務局→実情は所管課に伝えるが、家具も残して売りに出すかたもおり、現状ベースでの引き渡し

となる場合があるため、どうしようもない部分があるということをご理解いただきたい。所管課



 

としても、売却に結びつくように見栄えのいい写真を撮りたいところだが、現状と違うというこ

とでのトラブルを避ける必要もある。 

委 員→15ページ、消防団の編入や再編とあるが、若い人たちが消防団に入っていると、自分の家

をおいて消防団に出なくてはいけない。昔の話になるが中越地震では、消防団のかたたちは自分

の幼い子どもと奥さんを置いて集まらなくてはならなかった。地域を守ることが大事だが、まず

自分の家族を守ることが大事だと思う。そういう点で若いかたへの負担感がものすごくある。火

事ならともかく、地震のときは家族の男手が大事になってくるので、余震があるときは免除され

るとか、そういった規約とかができればいいなと思っている。 

＜第 6章 まちづくりの大綱 2、3＞ 

委 員→再三言っているが、DMOという表現をやめてもらいたい。 

事務局→計画の最初に妙高ツーリズムマネジメントという言葉を使わせてもらっており、以下 DMO

とするということにさせてもらっている。 

委 員→DMOは団体でも何でもない。それであれば観光局という表現にしてほしい。19 ページ、入

域料についての記載はあるが、クラウドファンディングについてはどのようか。20 ページ、地熱

発電に関して、市は推奨していても赤倉温泉や燕温泉などの賛成はまったくない。地元の権利を

無視して進めるのはいかがかと思う。22ページ、食品ロスについて、3010運動などの推奨をいろ

いろな市で行っているが、もっと妙高市でも取り組んでもらいたい。24ページ、記載内容が DMO

の事業計画に匹敵するものになっている。目標値となっている DMO 会員数、観光コーディネータ

ー、これは市が決めるものなのか。DMO はあくまで会員で成り立っている民間の企業である。こ

れだけ見ると市が完全に関わっていて、口出しもするしお金も出すという中でやっていくという

ことが見え見えになっているので、これでは DMO と市の関係が何なのかということで、役員とし

て不思議。26ページも同じ。満足度を高めるのは DMO の事業として会員がやっていく部分だと思

っているので、市の総合計画に入っているということの意味が分からない。市が DMOを誘導して

やっているというように感じられる。市と DMOの住み分けを考えてもらいたいというのが一個人

としての意見である。 

事務局→整理させてもらいたい。 

委 員→18ページ、自然環境の保全と活用は妙高市として重要なことであるが、一番先にライチョ

ウが来るというのは疑問。それよりも先に保全の部分を出さないといけないと思う。 

委 員→自然資源の磨き上げというのはどういうことなのか。スポットライトを当てて紹介してい

くということか。 

事務局→通常だと埋もれてしまうようなものが観光スポットになった事例もあった。一般のかたが

普段行かないようなところでもいいところがあるので、そういったところを発掘、観光につなげ

ていくということ。杉野沢でゴンドラを動かしている上に湿原があるが、ゴンドラを動かすに当

たって湿原を整備したこともあり、そういったスポットライトを当てていくようなことが磨き上

げであり、掘り起しかと思う。その前の意見であるライチョウについてはおっしゃる通りだと思

う。市民感覚での意見として所管課に伝えて、順番等配慮したい。 

委 員→33ページ、加工用ブドウの栽培技術の記載があるが、どういう取組か。 

事務局→坂口新田でブドウの栽培し、若干量収穫しており、ワインやジュースなどの加工品として



 

売り出せないかということで取り組んでいるものを六次産業として成り立たせるということ。 

委 員→33ページ、施策の目標値で市内農産物直売所の年間売上額があるが、現況値はひだなんと

とまとの 2施設での売上額である。これからできる農業振興施設の売上額は 2億 5千万円と見込

んで設定しているというように解釈してよいか。 

事務局→他の施設が伸びるということもあると思うので、3 カ所で 7 億円の売上額を目標としてい

る。 

委 員→施策の内容で、農業基盤の整備があるが、全国的に使っているのが中間管理機構であり、

妙高市でも使っているのが現状だと思う。ここを使うことによって地権者への直接支払いはなく

なり、中間管理機構を通じて納められるということだと思うが、中間管理機構の文言はなぜ出て

こないのか。記載されている内容は中間管理機構でやっていることなので、出てきていいと思っ

た。それから施策の内容で、新規就農者の生活資金や機械導入の支援とあるが、現在やっている

人が一番の担い手になり、新たに農業をされるかたは小さな農地しかできない。現在努力してや

っている経営体が拡張していかないといけないのが現状なので、誤解が生じないような文言にし

たほうがいいと思う。今やっておられるかたは銀行からお金を借りるなどして自力でやっておら

れるのが現状だと思う。 

事務局→中間管理機構について、関係機関がある中で市の役割を明確にして、市がやるべきことが

分かるように記載に気を付けたい。新規就農の関係では国の補助制度を書いていると思うが、他

にないのかということと、今やっている人に対する支援にまで踏み込むのかどうかというところ

を含めて記載を検討したい。 

委 員→26ページ、DMOでやる事業と重なっているという話があるが、これまでの審議会で議論が

あったが、外国人観光客や移住者が増えてくる中で生じる問題があると思う。そういう対応が基

盤づくりとしてやっていく部分なのではないか。関係機関と関わる中で目標をどう住み分けする

かという部分があると思うので、市としてここはしっかりやって、DMO はここをしっかりやると

いうようなものが分かるよう、関係性を明確にしたほうが方向性としていいと思った。どこまで

直せるかというところはあると思うが、検討してもらえればいいと思う。 

委 員→あくまでも先ほどの意見は DMOとしての意見でなく、個人としての意見ということで受け

止めてもらいたい。 

事務局→承知した。所管課や DMO役員とも調整させてもらいたい。 

委 員→25ページ、富裕層という記載が引っかかる。これ以外の人は対象でないということか。ど

うして富裕層だけに限定するような表現になるのか疑問である。市長のプロモーションの動きな

ども見ているが、受け皿は一部でしかない。富裕層を受けられない宿のほうが多い。市長の考え

だけが全てではないと思う。富裕層というのはあまりに極端すぎる。 

事務局→市長というよりも国として、世界と比べると富裕層の受入れが少ないというのが日本全体

の課題となっている。日本としても稼ぐ力を増やすために富裕層をターゲットとしていくという

のが一つの方向性として基本方針に載ってきている。富裕層以外に何もしないというわけではな

く、妙高でもインバウンドの拡大ということを考えると、富裕層というのも一つのターゲットに

なるということ。 

委 員→富裕層だけを記載するのは違う。 



 

事務局→言葉の使い方だと思う。誤解されないような表記にするよう配慮したい。 

委 員→メディアが富裕層という言葉を使う。そのインパクトが強い。 

委 員→24ページ、施策に関係ないかもしれないが、観光というと県外や海外に目が向くが、まず

は市内の人が自分たちの地域で遊べるような、観光地で自分たちが遊べるような施策があっても

いいと思う。だからこそ妙高に遊びに来て、魅力があって、住みたいという方向性になると思う。

スキーが好きでこっちに来たという人たちもいるので、そういう視点で目を向けると、より人が

増えると思う。観光として、地元の人にも還元があっていいと思う。 

事務局→そういう視点からも検討していきたい。 

委 員→24ページ、周遊型と滞在型を一対の表現とするため、駆け足で観光地を巡るという言葉に

変更してはどうか。 

事務局→そのように修正したい。 

 (3) その他 

  事務局より、次回の会議について連絡。 

６ 会議資料の名称 

 ・第８回妙高市総合計画審議会次第 

 ・資 料 ：第３次総合計画（案） 

 

 

 

上記に相違ないことを確認する。 

令和元年９月９日 

妙高市総合計画審議会      

会 長  吉田 昌幸     



第８回妙高市総合計画審議会次第 

 

日 時： 令和元年８月７日（水）  

１４時～１６時 

場 所： 妙高市役所 ３０３会議室 

 

 

１．開  会 

 

 

２．会長あいさつ 

 

 

３．審  議 

（１）第３次総合計画の素案について 

 

 

４．そ の 他 

 次回会議：8月 20日（火） 15:00～ 

 

 

５．閉  会 






































































